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核兵器廃絶に向けた取組の推進について（要請） 

 

 １９４５年８月、広島・長崎両市は原子爆弾により一瞬にして廃墟と化し、そ

の年の暮れまでに両市合わせて２１万人を超える多くの人々の尊い命が奪われま

した。かろうじて生き残った被爆者は、放射線による後障害等に苦しみながらも

「こんな思いを他の誰にもさせてはならない」と核兵器の非人道性とその廃絶を

世界に訴えてきました。 

平和首長会議は、こうした被爆者の願いを受け継ぐ組織として、核兵器廃絶と

世界恒久平和の実現に向けた取組を推進しており、加盟都市数は、世界１６６か

国・地域の８，４６６都市、日本国内ではほぼ全ての市区町村の参加を得て、   

１，７４０都市に達しています。こうした中、第１２回目となる平和首長会議国

内加盟都市会議総会を１月１６日及び１７日に東京都武蔵野市で開催しました。 

 現下の国際情勢をみると、被爆者の切実な訴えとは真逆の状況が続いています。

ロシアによるウクライナ侵攻や中東情勢の悪化などにより、核兵器の使用のリス

クが、かつてないほど高まり、我々がこれまで、核兵器は「断じて使ってはいけ

ない兵器」であると訴え続けてきたにも関わらず、核兵器が「条件次第で使える

兵器」へとその評価が激変していることは極めて憂慮すべき事態です。 

このような中、被爆８０周年を前に、これまで長年にわたり、証言活動等を通

じて核兵器廃絶に向けた国際社会の取組を牽引してこられた日本原水爆被害者団

体協議会がノーベル平和賞を受賞されたことは、核保有国を含む国際社会全体に

「核兵器の使用は決して許されない」というメッセージを改めて示すものであり、

対話を通じた平和的解決を求める外交政策への転換を促す重要な意義を持つもの

と考えています。 

今回の受賞を追い風に、都市による平和構築を推進する平和首長会議は、世界

中の平和を願う加盟都市と共に、平和学習の推進などを通じて、平和文化を振興

し、為政者の核兵器廃絶に向けた努力を後押ししていきます。 

唯一の戦争被爆国である日本政府には、平均年齢が８５歳を超えた被爆者の悲

願である「核兵器のない世界」を一日も早く実現するため、被爆の実相を根底に

据えた核兵器の非人道性を基に、核保有国間の対立や、核保有国と非核保有国と

の分断を解消し、核兵器廃絶に向けた議論の共通基盤を形成するために尽力して

いただくよう要請します。あわせて、本年３月に開催される核兵器禁止条約第３

回締約国会議にオブザーバー参加し、対話による外交努力により核兵器廃絶のた

めにリーダーシップを発揮していただくとともに、一刻も早く核兵器禁止条約に

署名・批准していただくよう強く要請いたします。 
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